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日本の財政の現状
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移動するゴール・ポスト

• 政府は財政健全化（基礎的財政収支の黒字化）目標を2020年
度から2025年度に「先送り」

黒字化の見通しは経済再生（高い成長率）は前提・・・

• 基本方針2018「新たな財政健全化目標として、経済再生と財
政健全化に着実に取り組み、2025 年度の国・地方を合わせた
ＰＢ黒字化を目指すこととする。同時に債務残高対ＧＤＰ比の
安定的な引下げを目指すことを堅持する。」

• 財政健全化目標＝いつか来た道・・・

 骨太の方針2006＝2011年度⇒断念

 社会保障と税の一体改革・経済財政再生計画＝2020
年⇒先送り

• 「三度目の正直」、「二度あることは三度ある」？

出所：財務省ＨＰ



4財務省財政制度等審議会



5出所：財政制度等審議会
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財政への誤解

• 歳出増を巡る誤解

歳出増は公共事業や無駄な支出による

• 増加の主要因は社会保障

高齢化の進む我が国では「構造的課題：

6
出所：財務省資料



参考：社会の高齢化
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社会保障制度を取り巻く状況の変化

厚生労働省 平成23年5月12日

①雇用基盤の変化

• 非正規労働者が増大するなど、就労形態が多様化。

• 片働き世帯中心から共働き世帯中心へと変化。

②家族形態の変化

• 単身世帯の増加、及び今後の更なる増加の見込み。

③地域基盤の変化

• 地域における高齢化の進展。

④生活・リスク基盤の変化

• 若年無業者、現役世代の生活保護世帯、自殺者数の増加など、貧困・格差問題の深刻化。

⑤企業基盤の変化

• グローバル化、大競争時代に伴う企業の雇用慣行、ビジネスモデル等の変化
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何故財政再建が進まないのか？

• 繋がらない収支（帳尻）

家計であれば、収入の枠内で支出のやり繰りをするのは当たり前

予算「制約」が意識されている・・・

収入＝支出 ⇒収支のバランスが保たれる

• 国・自治体の財政では支出と収入を分けて考えがち

増税には反対でも、福祉等給付や公共施設は増やしてほしい

収入≠支出 ⇒辻褄の合わない部分が財政赤字に

「個人の損得」（増税反対・給付拡大）対「社会全体の損得」（財政の持続性）

我が国では個人の損得が強調されがち

• 結局は選択の問題

高福祉・高負担か低負担・低福祉か・・

9



経済財政運営と改革の基本方針 2018 について

• 新たな財政健全化目標として、経済再生と財政健全化に着実に取り組み、2025 年度の国・地方
を合わせたＰＢ黒字化を目指すこととする。同時に債務残高対ＧＤＰ比の安定的な引下げを目指
すことを堅持する。2025 年度ＰＢ黒字化に向けては、団塊世代が 75 歳に入り始める 2022 年度
の前までの2019 年度から2021 年度を、社会保障改革を軸とする「基盤強化期間」と位置付け、
経済成長と財政を持続可能にするための基盤固めを行うこととする

• 2025年度のＰＢ黒字化目標年度までの中間年である2021年度に中間指標を設定し、進捗を管
理するためのメルクマールとする。ＰＢ赤字の対ＧＤＰ比については、2017年度からの実質的な
半減値（1.5％程度）178とする。債務残高の対ＧＤＰ比については、180％台前半、財政収支赤字
の対ＧＤＰ比については、３％以下とする

• 今後、景気回復が鈍化する可能性や社会保障関係費の増大も想定される。必要な場合には、
景気を腰折れさせないよう機動的に対応し、経済成長を確実に実現する対応を取る必要がある

• 社会保障は高齢化による増加分が年によって異なることなどを考慮し、各年度の歳出について
は一律ではなく柔軟に対応する。
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政府は21日、税や保険料で賄う医療、介護など社会保障給付費が経済成長率
を年２％前後とする基本ケースで2040年度に190兆円になるとの推計を公表した。
日本経済新聞2018.5．22

社会保障費、40年度６割増の190兆円
政府推計介護は2.4倍、支え手急減で負担増



参考：補正予算

• 補正予算＝穴の開いたバケツ

• マクロ＝当初予算で歳出を抑え
ても補正で歳出拡大

予め予定された補正＝補正回し

• ミクロ＝歳出の効率化（メリハリの
ある予算配分）を阻害

甘くなる査定（支出ありき）

• 補正予算の見直しが必須

原則（緊急支出）を確認

常態から例外へ

出所：経済財政一体改革推進委員会



危機感の欠如？
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日本国債のパラドックス・・

• 「日本国債のパラドックス」＝公的債務の増加
に関わらず、金利は一貫して低下傾向

⇒市場は国債を信認している？

• デフレと日銀の金融緩和

日銀が何とかしている・・・⇒市場が信認してい
るのは国債ではなく日銀・・・

• 国・自治体の財政運営も破綻していない

財政当局が「何とかしている」（辻褄を合わせて
いる）

例：医療保険財政を維持するための赤字補て
ん等

⇒政治家・国民に「何とかなる」というメッセージ
＝財政への見通しを楽観視 出所：財務省ＨＰ



財政破たんとホームバイアス

• 我が国では国債の多くが国内投資家
（金融機関等）が保有

⇒安定的な資金の提供主体が存在

海外保有＝10％

• ホームバイアス＝海外に比して収益
性が低いにも関わらず国内で資金を
運用

・異時点の金融緩和＝日銀による国債
の買い支え

経済法則=Gravityに逆らった国債増
加が可能に

15出所：財務省「平成29年度国債管理政策の概要」



危うい均衡

投資家の期待の変化で「破たん」の均
衡にジャンプ

国債金利も「非線形的」に変化⇒現在
の連続に将来はない
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国債消化

投資家

順調 札割れ

楽観的 現状

懐疑的

財政破たん

・政府が資金
調達困難

懐疑的な期待は
自己実現的



参考：デフレが支えた財政赤字

• デフレは財政赤字（税収の低迷・景気対策予算の拡大）の原因であると同時に国債の安定消
化を持続可能にする要因でもある

デフレ下では企業・家計は投資・消費を抑制⇒資金余剰の発生⇒公共部門が民間の余剰資
金を吸収

財政赤字＋低金利＝デフレ不況モデル

• デフレ脱却＝消費・投資の拡大は国債の安定消化を困難に？

17
出所：日本銀行資金循環統計



アベノミクスの長期と短期

• 財政政策面では①短期はケインジアン的有効需要政策、②中長期的にはサプライサイド
（新古典派）的な生産（供給）サイド主導の成長戦略

18

)( MXGICY −+++=
短期

中長期

成長戦略

 短期の景気対策から中長期の成長戦略（構造改革）への「ギアチェンジ」が出
来ていない・・・

機動的財政政策



結局、皆ケインジアン？

• 異なる入口と同じ出口

入口

リフレ派＝金融緩和・財政政策一般

守旧派＝公共事業（国土強靭化）

リベラル＝社会保障支出

出口

乗数効果＝好循環

⇒需要サイドへの働きかけが前提・・・

＋財政政策を通じた期待への働きかけ

将来の安心？インフレ期待？
19

公共事業・減税、社会保障等

雇用の創出

所得の増加

消費の拡大

好循環
＝乗数効果



参考：デフレから平時へ

• デフレ・モデルが「常態化」

⇒デフレ（マクロ需要不足）を「前提」にし
た経済政策＝総需要の喚起

消費税増税は総需要を損なうため望ま
しくない・・・

通念としてのデフレギャップ

• 実態＝需給ギャップは解消の方向

経済活動の制約は需要から供給へ

• 例：慢性的人手不足

処方箋＝需要喚起から生産性の改善
へ

出所：日本銀行
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内閣府「中長期の経済財政に関する試算」（2019年1月30日）

参考：今後の財政の見通し



低迷する潜在成長率

• 潜在的成長率（＝中長期的な経済
の趨勢）は低迷

量的要因＝労働人口の減少

質的要因＝生産性（ＴＦＰ）の低下

• 生産性を上げるには？

働き方改革＝労働生産性（労働者
一人あたりが生み出す付加価値）
の向上

規制の緩和等＝生産性の高い分野
への労働・資金の移動を促進

技術革新・新陳代謝の促進

⇒構造改革（アベノミクスの第3の矢）
は足りない

出所：日本銀行
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参考：国の財務諸表

• 国は積立金を含む資産を保有してい
るから財政は健全？

⇒売れる資産か？

企業の資産＝原則、売却可能

資産＝企業の所有物

「譲渡性」（売却可能性）があっての
所有権

• 道路等、売れない資産だから公的資
産に価値はない？

資産の市場価値を高める工夫が必
要⇒公的資産の「収益化」・・

ＰＦＩ等公的サービスの産業化
出所：財務省



財政破たんと財政再建

主導権 再建計画 再建期間

財政再
建＝事
前的・
予防的

政策（政
治）判断で
政府が主
体的に決
定

歳出削減・増
税を含めて政
府が決定

長期に実施可
能

財政破
たん＝
事後的

（国債）市
場から強
制

外部（ＩＭＦ等支
援機関）から強
制

市場の信認を
回復するため
には大規模か
つ短期

24

 財政破たんが起きてからの財政再建の方
が経済・社会にとっては厳しい

出所：財政制度等審議会

ギリシャの財政破綻



参考：夕張市の財政再建

25出典：橋本, 恭之, 木村, 真（2014）「夕張市の財政再建の現状と課題」關西大學經済論集



参考：増税の先送りの「機会コスト」

26

（消費）税率

時間
2015年10月

現行水準
（8％） 増税の先送り

将来的に大幅な増税
⇒将来の経済に悪影響

税率の平準化

10％

現在の基礎的財政赤字は
将来の基礎的財政黒字で
補てん



27
東京財団「財政危機時の政府の対応プラン」（2013）



財政赤字の経済分析



財政赤字を巡る議論

• 財政赤字は問題か？

① 内国債自体は国民が国民自身に対して負っている借金

⇒国内から資源が失われたわけではない。

② リカード・バローの等価定理＝財政赤字（現在の減税）は将来の増税を
見越した民間貯蓄の増加で相殺

⇒実体経済に影響しない

③財政当局＝財政赤字は金利の上昇・財政の硬直化、将来世代への負担
の転嫁をもたらす

⇒経済成長に悪影響



財政赤字は何故望ましくないのか？

図２.１:財政赤字の影響 

 

              財政赤字の累積 

 

 

     公債費の増加   国債への信認の低下    将来の増税（期待） 

 

     財政の硬直化 

           将来不安による投資・消費の低迷  金利上昇 

                                

                         クラウディング・アウト 

 

           経済活動を阻害 

                        将来世代への負担の転嫁 

                       ＝世代間不公平 

（出所）財務省ホームページの資料を若干改定 


図２.１:財政赤字の影響


　　　　　　　　　　　　　　財政赤字の累積




　　　　　公債費の増加　　　国債への信認の低下　　　　将来の増税（期待）




　　　　　財政の硬直化

　　　　　　　　　　　将来不安による投資・消費の低迷　　金利上昇


　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　


　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　クラウディング・アウト




　　　　　　　　　　　経済活動を阻害

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　将来世代への負担の転嫁


　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　＝世代間不公平


（出所）財務省ホームページの資料を若干改定




クラウディングアウト

市場金利

貯蓄＝S

民間投資

民間投資＋公債発行

資金０

E

F

財政赤字＝公債発行

金利上昇

民間投資減＝クラウディングアウト



リカード・バローの等価定理

• 現在、財政赤字を出して減税を行うとする⇒将来の増税を予期する納税者（＝代表的個人）は将来
増税に備えて、減税分を貯蓄に回す⇒個人の消費選択に変化なし

民間の貯蓄増＝減税分＝財政赤字=公債増

• 財政赤字は①市場利子率の上昇や②民間投資のクラウディングアウト効果をもたらさない

⇒リカードの等価定理＝財政赤字は実体経済に対して「中立的」

• リカードの等価定理の拡張

 今期の財政赤字＝減税が将来世代への増税でもって元利償還⇒世代間移転



図表４

A

B

E

生涯効用

生涯予算制約式

貯蓄増＝減税額

現在消費

将来消費

現在課税
後所得

将来課税
後所得

１＋金利

増税

0



等価定理の含意

• 財政赤字は問題ではない？⇒財政赤字による積極的財政政策を容認？

• 財政赤字を出して減税しても、今期の消費は喚起されない⇒減税分＝貯蓄増（次世代への
遺産増）

• 積極的財政政策はマクロ経済を喚起する効果もなし

留意；財政赤字で公共支出を増やすと経済効果は異なる

• 中立命題＝財政赤字を否定も肯定もしない



財政再建の奇策？

主張 前提

ドーマー条件 成長率が金利を上回れば、基礎的財
政収支が赤字でも財政は持続（＝公
債残高対ＧＤＰ比安定的）

成長＞金利が長期にわたって持続？
・ピケティの格差論
 成長＝賃金上昇率＜金利が常態化

ヘリコプターマネー 中央銀行が公債を引き受け永久国債
化（恒久的に保有）すれば民間に対す
る国の借金は解消

統合予算（連結）ベースでは債務の内訳
がシフト（公債⇒貨幣）しただけ
 通貨の信認は？

物価の財政理論 財政再建＝増税等をしないことで民間
消費・投資が喚起されれば物価は上
昇＝脱デフレ

財政再建自体が必要なくなる＝財政
収支は均衡

財政破綻（将来的に厳しい財政再建）しな
いことを家計・投資家が信認していること
が前提
 財政再建しない国の財政への信認？

35



財政が持続する条件
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• 財政の持続可能性＝公債残高÷ＧＤＰが発散しない

ドーマー条件：公債の増加率＜経済の成長率

⇒①基礎的財政収支の対ＧＤＰ比、②金利－成長率と③公債残高（対ＧＤＰ比）の関係に依存

)( gr
Y
Bs −≥

基礎的
財政収支
対ＧＤＰ比

金利・成長率
ギャップ

ドーマー条件

公債残高
対ＧＤＰ比



出所：「歳出・歳入一体改革」中間とりまとめ参考資料（平成18年4月7日）

経済成長と金利

• 財政再建に必要な収支改善努力(＝基礎的財政収支GDP比)は金利
と経済成長の関係に大きく依存



ヘリコプターマネー？

財政ファイナンス＝日銀が国債を（直接）引き受けた上、永久国債（コンソル）化⇒国債
の「塩づけ」

市場（民間）に対する国の借金は帳消し？

統合政府＝日銀と政府の統合化⇒日銀の債務（現金＋日銀預け金）を継承

例：企業の連結バランスシート

マネタリー
ベース

日銀保有
国債

民間保有
の国債

日銀保有
国債

民間保有
の国債

マネタリー
べース

日銀中央政府. 

資産 債務

統合政府

統合政府の債務国の債務 38



参考：ヘリコプターマネー論

• ヘリコプターマネー＝直接家計に資金を供
給

⇔伝統的金融政策：買いオペ等で民間機
関に資金供給、民間金融機関が貸出に充当
することで経済に資金が流通

• 財政政策としてのヘリコプターマネー

中央銀行が国債を購入⇒政府が家計に
給付（政府支出に充当）

伝統的金融政策が効かない非常時の対
策

中央銀行

金融機関

家計等

政府

国債

資金の流れ

伝統的金融政策財政政策としての
ヘリコプターマネー

39



ＦＴＰＬとは？

物価の財政理論（ＦＴＰＬ）はシムズ教授のジャクソンホール会議（2016年8月）における講演で
注目

浜田内閣官房参与「目からうろこ」・・・

我が国におけるＦＴＰＬに対する理解

脱デフレ＝物価上昇には金融政策に留まらず、財政政策が必要

• 現状＝質的・量的金融緩和でも進まない脱デフレ

• 期待＝あえて財政規律を弛緩させる（財政再建を行わないことにコミットする）ことで脱デフレ
が実現・・・

⇒「コントロールされた無責任」

ポイント

• 景気対策＝財政出動と財政再建が両立？

⇔経済財政一体改革＝財政再建と構造改革（成長戦略）を両立
40



ＦＴＰＬ＝物価水準が調整

参考：統合予算制約
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実質金利＝実体経済で決定

通貨発行益基礎的財政収支公債残高（中央銀行
保有分を除く）

統合債務

リカード型＝財政収支を均衡させるよう基礎的財政収支が決定

41



ＦＴＰＬと期待

質的・量的金融緩和

• 人々の将来期待インフレに直接働きかけ

物価の財政理論

• 家計＝将来の増税はないという期待⇒消費の拡大

• 投資家＝「質への逃避」（公債への収益期待？）の是正⇒不動産を含む他の資産の購入

物価の上昇圧力

ポイント

• 家計も投資家も財政は悪化しても財政破綻はないと期待

財政破綻・財政再建を期待したら？

財政政策は期待はコントロールできるのか？（金融政策では出来なかった・・）

• 柔軟な価格調整⇒「財政収支」均衡が実現

価格が硬直的であれば？ ⇒収支の不均衡＝財政破たん（横断性条件が満たされない）

42



現代貨幣理論（ＭＭＴ）とは？

• ＭＭＴの主張＝「自国通貨（例：円）を発行できる政府は自国通貨建て（例：円建て）で国債を発行
する限り、財政的に破綻することはない」⇒財政赤字を続けても大丈夫・・・・

注意：ここで政府は中央銀行も合わせた「統合政府」

円建ての国債は何時でも自国通貨で置き換えられる（＝中央銀行の買い入れ）

• クラウディングアウト（金利増による民間投資の締め出し）は？

民間需要は「慢性的」に不足＝民間資金がカネ余り・・・⇒国債で余ったカネを吸収

ＭＭＴはデフレギャップ（＝民間の需要不足）を解消するのではなく、デフレギャップに甘んじるこ
とが前提

• 高いインフレは？

国債の累積がインフレを招くことはない・・・

何故か？

国民は納税のためにカネを退蔵⇒取引＝モノに充当されることはない・・・⇒将来の課税（＝貨幣
の回収）？



△政府支出 △所得

△貯蓄

△消費

△国債 △準備金 △準備金

中央銀行の
バランスシート

民間銀行の
バランスシート

負債 資産資産 負債

財政ファイナンス
＝中央銀行引き受け

公共事業

乗数効果

実体経済＝モノ

賃金等

事業者等

金融＝カネ

参考：ＭＭＴ（現代貨幣理論）



異なる経済観

経済認識 政府の役割

ＭＭＴ 民間需要の低迷（カネ余り）は慢性
的

市場に代わって完全雇用を実現（「大きな政
府」）

上げ潮派 日本経済の実力は高く、現在は
「悪い均衡」

大胆な金融緩和・財政出動＝バンカーショット
で経済を「良い均衡」に転換

財政再建・構造
改革派

潜在的成長力は低迷

 ただし、民間主導の経済再生が
望ましい

財政の持続税の確保と構造改革による生産
性の向上



財政の健全化に向けた取り組み

46



経済・財政一体改革」の取組：
「経済財政運営と改革の基本方針2015」より

47
出所：経済財政諮問会議「経済財政一体改革推進委員会」



経済・財政再生アクション・プログラム―“見える化”と“ワイズ・スペン
ディング”による「工夫の改革」―

平成 27 年 12 月 24 日経済財政諮問会議

• 「見える」から「分かる」、「変えていく」へ

各府省庁において順次「見える化」に着手する検討が進められているが、様々な生の情
報、データの単なる情報公開にとどまらないように注意しなければならない。標準化、簡素
化を旨とし、専門家でなくても「見える」ようにしていく。集中改革期間では、内閣府が、こ
のような「見える化」に関する分析やファクト・ファインディングの中心となって、ワイズ・ス
ペンディングのベースとなるデータ作りを行い、改革に向けた気付きや動機付けを広げて
いく

本プログラムは、経済再生と財政健全化を相対立するのではなく両立させるべき関係と位
置付ける（①）とともに、その進め方についても、トップダウンではなく、個々の改革の取組
と関係者・現場の創意工夫を重んじるボトムアップによる（②）ものである。こうした①の両
立する目標を②のボトムアップで実現しようという際のアプローチが、 （ⅰ）公的サービス
の産業化、 （ⅱ）インセンティブ改革、 （ⅲ）公共サービスのイノベーションである。また、こ
れらのアプローチに実効性を与える鍵となるのが「見える化」である。

48



歳出管理＝マクロと構造改革＝ミクロ

マクロ＝量 歳出管理 ・歳出目標の設定
例：社会保障費の増額を年間5千億円に抑制

ミクロ＝質 財政の構造
改革

・歳出の効率化
 民間資金・経営の活用＝ＰＰＰ
 政策評価の徹底＝ＰＤＣＡサイクル
 コストの見える化
構造＝赤字を作らない体質への転換

効率化の成果（歳出効果）＝各地域の新たなニーズ（子
育て・活性化等）に浮いた財源を充当可

⇒財政再建＝マクロ目標と両立

49



一体改革の特徴

典型的な財政再建 経済財政一体改革

改革のイニシアティブ ・トップダウン＝国主導 ・ボトムアップ＝現場の創意工夫

歳出抑制 ・全分野で一律カット
 ニーズの高い分野が疲弊・・・
⇒改革の痛み

・歳出にメリハリ
 見える化＝課題発見（気づき）
 ＰＤＣＡの徹底＝事業の継続的な見直し

財政再建の仕方 ・マクロ＝数値目標ありき
 あとは気合と根性・・・
⇒現場はやらされ感・・・

・ミクロ＝インセンティブ改革（見える化を含む）
 現場の「頑張り」を引き出す
 優良事例の横展開

改革の狙い ・数値目標の達成 ・数値目標の達成
プラス

・ワイズスペンディング＝歳出を効率化させる体
質作り（制度・環境整備）

50

成長か財政再建か？ 成長と財政再建の両立



51





出所：社会保障審議会医療保険部会（平成２６年１０月１５日）
53



参考：ＥＢＰＭの推進

従前の行
政

理念優先＝目的が正しければ結果は
問わない

法令偏重＝法律・条令の従う限り問題
視しない

54

実態（＝エビデンス）に基づく政策
形成と見直し（ＰＤＣＡサイクル）



コスト意識の喚起

55



何故、財政再建が進まないのか？其の2

• 見えないコスト＝コスト意識の「欠如

公共（行政）サービスの真のコストが住民に伝わらない

公共サービス（施設）は無料？⇒「只飯」（フリーランチ）は存在しない

• 財政再建の「環境整備」としての「見える化」

実態（エビデンス）を明らかにして住民との合意形成を図る

対話（コミュニケーション）としてのＥＢＰＭ（「証拠に基づく政策形成」）

住民の不信（行政が無駄遣いしている？）を払拭する

• 新たな「三方一両損」？

サービスの利用者（受益者）＝サービス水準の抑制・利用料金の引き上げ

納税者＝税負担の増加

行政＝身を切る行政改革（効率化・民間委託等）

56



公会計と財政再建

• 「コストの見える化」＝住民のコスト意
識の喚起

• 地域住民は究極の行政改革の担い手

ボトムアップ＝住民の総意

公共料金（上下水道など）の引き上げ
の「説明責任」

• 現行の予算（官庁会計）では政策のフ
ルコストが分からない

現金主義会計＝減価償却費等の欠如

人件費＝共通経費で、事業ごとの人件
費は計上されない

57

人件費 施設整備の見直し

マクロ 公務員人件費の削
減

更新投資・施設整備費の
削減

ミクロ どの事業に係る人件
費を優先的に削る
か？

 どの施設を廃止する
か？

 整備費全般をどのよう
に見直すか？

 政策評価＝費用対効果の低い事業の算定

 新しい公会計＝
当該事業に係る
人件費の算定

 公会計＝更新費用に
係るコストの算定⇒長
寿命化等、施設整備・
更新費用の平準化＝
施設マネジメント



公会計と政策コスト

• 従前の官庁会計では事務事業＝政策手段別に原価＝政策別コストを算出できない

資本コスト＝事業に係る減価償却費用（施設の更新費用）は無視

⇒施設整備の費用が正しく認識されない・整備計画が作成できない

人件費＝共通経費で、事業ごとの人件費は計上されない

人件費（公務員給与）を削減するとしても、どの事業に影響するかが定かではない

58

出所：財務省ＨＰ



町田市の財務諸表

59出所：町田市財務部財政課
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参考：優良事例

61出所：経済財政一体改革先進・優良事例選定プロジェクト



財政再建をどう進めるか？

62



財政再建を巡る誤解

• 誤解１：現在、財政危機は起きていない⇒ 問われるのは財政の「持続可能性」

現在、大丈夫は今後も大丈夫は意味しない・・・

• 誤解２：現在、国債は安定的に消化されている⇒将来に渡って安定的に消化される保証はない

脱デフレ＝家計・企業の投資先が国債以外に回る（日銀の金融緩和もいずれ「出口」に）

高齢化・人口減少＝資金源の減少

• 誤解３：財政再建は経済に悪影響⇒将来、財政が行き詰まれば、将来の経済に甚大な悪影響

ポイント：「現在」だけではなく、「将来」を見据えること

63



何故、財政再建が進まないのか？

• 多すぎる「蛇口」＝国・地方の赤字の解消の仕方は様々⇒誰が「帳尻合わせ」をするのか？

各当事者は自分以外の誰かが負担することを期待

• 財政再建の努力に「只乗り」？将来の経済・財政に楽観的な見通し？

⇒自身の既得権益に執着

64

反対 賛成

財政当局 財政赤字の拡大 増税

地方自治体 交付税・補助金の削減 増税？

住民 サービスのカット 地方自治体等の努力？

納税者 増税 政治家・官僚の給与の
削減？



先送りゲーム

65

利益団
体Ｂ
利益団体Ａ

財政再建に協力 既得権益に固執

財政再建に協力

既得権益に固執
財政赤字の累積

財政再建が先送り



再論：「只乗り問題」

• 個人AとBが公共財（非競合的・排除不可能）を提供

• 例：夜警、雪かき、祭りのイベント

⇒個人AはBが公共財を提供し、それから只で受益することを見込んで自身は敢えて何もしない（費
用を払って貢献しない）ことを選択するかもしれない。

個人B
個人A

公共財提供を

する しない

公共財提
供を

する

しない AはBの努力に只乗り
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国民は知っている？

• 国民は財政のリスクを理解した上で財政再建（増税等）に抵抗？

若年世代の多くは「年金は貰えないもの」と思っている・・・＝社会保障の破綻を予測

「逃げ切る」ための増税反対＝貯蓄資金の確保

プロスペクト理論（行動経済学）＝「損失の分配」面で人々はリスク愛好的

 「利益（成長）の分配」であれば確実な果実を志向し、合意形成もしやすい＝政治が得意・・

確実な損失（増税）よりも財政が好転する、逃げ切れる可能性に賭ける・・・・

67

個人の反応 理由 帰結

公共選択 納税に反対 貯蓄のための資金確保？ 財政再建への合意形成の遅れ

私的選択 貯蓄 将来の財政破綻（不確実性）
への備え

消費・投資の低迷＝「合成の誤謬」？



参考：プロスペクト理論
効用

利得損失

参照点＝現状

利得の
増分

効用の
増加

損失の
増分

効用の
減少

68

・株で儲ければ早めに売却して利益を確定する（株
価が下落するリスクを回避する）一方、保有する株
の価格が下がって、損失（「含み損」という）を抱
えているとき、株価が回復する可能性に賭けて、株
を保有し続ける（損失を確定しない）。



「自分事」としての財政へ：

69

• コストの「見える化」と選択肢

見える化＝負担（費用）と受益（給付）の連動⇒「蛇口」を減らす

選択肢の提示⇒負担の増加と受益の増加（確保）か負担の抑制（削減）と受益の抑制か？

• 地方の財政責任とは？

自治体が決めた支出の負担は「地域の会員」（住民・企業）で負う

住民に高い受益と高い負担、低い受益と低い負担の選択肢⇒自治体の財政を「自分事」に

• 財政は以外と身近な問題

自治体
予算

義務的な支出

交付税・補助金等

裁量的な支出

地方税

裁量的支出増

超過課税

受益と負担の連動
＝コスト意識の喚起
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